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【台湾での新型コロナウィルス感染・対応状況】 

台湾では、感染者数が一時 2 万人を下回るまでに減少し

ていましたが、ここ数日再び増加し始め、８月３０日時点で

３万人前後となっています。現時点で台湾政府は現状の対策

を継続するとの見解を取っています。 

 

【台湾渡航時の陰性証明について】 

2022 年 8 月 15 日より居留証を所持していない外国人

も含めたすべての台湾入国者は、台湾に入国する際に求めら

れていた PCR 検査の陰性証明が不要となりました。 

 

【中間納税の免除措置について】 

台湾では決算後 9 ヶ月後に中間納税を行う必要がありま

すが（12 月決算の場合、9 月 1 日から 9 月 31 日の間に

納税）、2022 年 8 月 10 日に財政部は、「嚴重特殊傳染

性肺炎防治及紓困振興特別條例」の施行期間において、以

下に該当する場合、中間納税を免除すると発表しました。 

＜適用条件＞ 

⚫ 中央目的事業主管機関が本条例に基づいた各種支援を提供している場合 

⚫ 新型コロナ感染拡大により短期間で収入が減少した場合 

→例)2020 年 1 月から連続 2 ヶ月の月平均営業収入または 1 ヶ月の営業収入が 2019 年 12 月以前の

6 ヶ月または 2018 年以降の任意の 1 年における同時期の平均営業収入と比較して 15％以上減少して

いる場合。 

＜申請期間・方法＞ 

2022 年の中間納税期間内に申請書と関連する証明書を税務署に提出 

ただし、以下の場合は申請免除となります。 

⚫ すでに 2020 年、2021 年に中間納税申告手続きが免除となっている場合 

⚫ 2022 年中間納税申告手続きまでに、管轄の税務署から各種税金の猶予または分割納税が認められて

いる場合 

 

 

 

・感染者・死亡者速報通知(2022 年 8 月 30 日付) 
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【ノービザ滞在の再延長措置について】 

2022 年 8 月 5 日に内政部移民署は、2020 年 3 月 21 日以前に台湾に合法的に入境し、滞在期間

が 180 日を超える場合は、30 日間の滞在期間延長（26 回目）することを発表しました。延長には特段の

手続きは不要であり、自動で延長されます。これにより既に台湾にいながら本来の滞在期間が過ぎてしまっていた

外国人は、引き続き台湾滞在が可能です。ノービザ延長措置で滞在している日本人は自身がいつまで滞在可

能か再度確認することをお勧めします。 
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